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1.明 治14年 政変 と伊藤博文 ・松方正義体制の確立
明治11(1878)年5月 大久保利通が暗殺 され,明 治14(1881)年10月 開拓使官有物払下げ
事件,い わゆる 「14年政変」で大隈重信が参議 を罷免 されて,`殖 産興業政策の第二段階すな
わち,内 務省中心の時代 は終わ り,伊 藤博文参議兼参事院議長 と松方正義大蔵卿を中心 とした
農商務省の最終段階に入ったといえる。
14年 政変の政治過程での位置づけ ・歴史的評価については,こ れまでに優れた研究成果が
残されているのでここで簡単に紹介 しておきたい。その代表的諸見解としてまずはじめに,鈴
木安蔵氏の憲法意見 に関する理論的対立に起因する説i)。つ ぎに尾佐竹猛氏の新興官僚群内部
の進歩派と保守派の対立 とす る説2),が あ り,こ れらの両説を大久保利謙氏が引き継 ぎ発展さ
れている3)。一方,服 部之総氏はブルジョア反対派の蹴起 とその成立であるとされ,官 有物払
下げ事件 をめ ぐる政府攻撃の中心 となったのちの改進党系の勢力をブルジョア的反対派 として
位置づけて論述 されている説4)。 この服部氏のブルジュア反対派説 に政府攻撃の主役を演 じた
郵便報知新聞 ・東京横浜毎 日新聞などの論説の分析を加えながら再検討 された永井秀夫氏の説
がある5)。永井氏は払下げをめ「ぐる世論の政府批判は第1に 政商資本間の争いと,官 営 開拓政
策の大資本の反発,第2に 薩派主導の藩閥寡頭疎府批判の大資本三田派と都下新聞諸紙の参加,
第3に 政府批判の方向が内閣の不統一 ・反動化 と財政政策の破綻 に向けられ,単 に大資本の立
場のみならず,士 族 をふ くめた都市小市民 ・有産者 ・有識者の立場 をもひろ く包含 した批判で
1)鈴 木安蔵 「明治初年の立憲思想」1938年,育 生社。
2)尾 佐竹猛 「日本憲政史大網」上 ・下巻,1938～9年,日 本評論社。
3)大 久保利謙 「明治14年 の政変」明治史研究叢書第1巻 『明治政権の確立過程』1957年,お 茶の水書房所収。
4)服 部之総 『絶対主義論』『服部之総著作集』4巻,1995年,理 論社。
5)永 井秀夫 「明治国家形成期の外政と内政」1990年,北 海道大学図書刊行会。
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あったと主張 されている6)。.
これ らの諸説の14年 の政治情勢 を見 ると,13年 の国会開設願望運動が高揚 を示 し,政 府 は
立憲制への検討を迫 られた諸参議の国会意見提出が始められた時,官 有物払下げ事件が発覚 し,
政治危機が生 まれたのである。明治13年 か ら14年 にかけての政治情勢は,民 権運動内部の意
識上 ・組織上の対立が表面化 した時であ り,官 有物払下げ事件が民権運動を再興 し,一 方で責
任問題 をめ ぐる政府内部の動揺 ・不統一が生まれ政局の危機を激化させたといえる。
その払下げ事件の経緯 と内容 を経済的な側面か ら簡単に見てお きたい。服部之総氏は,払 下
げは 「三菱商権の危機」であ り,そ れ故 に政商資本三菱が一世一代の行動,い わゆる 「大隈 ・
三菱陰謀説」を述べ られ,こ れについて歴史的究明が多 くの研究者によって試み られているが
それを裏付ける実証が政府側の探聞書お よび交言旬社員矢田績の回顧談以外には見当らない7)。
そこで,払 下げをめ ぐる政商の利害を当時の経済事情と政商の動 きを中心に見てい きたい。
この北海道開拓使官有物払下げ事件 は薩摩出身の北海道開拓使長官黒田清隆が,1400万 円
を投資 した官有物を同 じ薩摩出身の政商五代友厚 にわずか30万 円無利息30年 賦で払下げを約
束 し,7月 政府決定 し10月 に大隈の罷免 と共に取消 しとなった出来事である。このころの政商
資本三菱は国内の海運事業 を独 占し,北 海の運輸では開拓使所有の船舶による定期航路 と三菱
汽船の北海航路 によって海運事業が営 まれていた。三菱は明治13年10月 開拓使 に所有船舶の
払下げを請願 し,北 海運輸の独占をはかろうとしたことが明 らかにされてお り,そ の経緯のな
かで北海社 ・関西貿易会社 に商業運輸を委ねることが明 らかになったことか ら三菱海運独 占の
野望が挫折 し,そ の動揺 と開拓使への怒 りを推し量ることができる。
払下げの当事者となった関西貿易会社は14年4月 の設立発起人決議では資本金100万 円で発
起人22名 で創立委員五代友厚 ・中野梧一 ・杉村正太郎 ・内田三郎兵衛 ・田中市兵衛の5名 と住
友の広瀬宰平 も加わ り,北 海道物産の中国輸出を意図 した関西における直輸出商会 として政府
官史(前 田正名)の 勧奨の もとに計画 され,設 立 された。一方,開 拓使長官の黒田の意図は,
永井氏の 『開拓使事業報告』などの史料分析による と,旧 官史の救済説や五代 との友誼による
権益提供説 としてのみ見 ることは当 を得 ていないようである。永井氏は,黒 田の本来の念願は
開拓使の継続にあったとして,そ の理由の一つは北海道が薩閥の牙城である という点(か って
西郷 もまた鹿児島の半士半農の健児を率いて屯田開拓に挺身す ることを考えていた),も う一
つは,根 強いかれの富国強兵論 と結びついている点にあったとし,r諸 参議の国会奏議の うち
にあって,黒 田のみが国会開設を時期尚早の一言をもって否定 し,ひ たすら殖産興業 と練武の
6)永 井 秀美 「同上 書」297～8頁 。
7)「 同 上 書」286頁 。
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急 を強調 していることは異色であるが,か れの北海道の官営開拓論 もこれの一環 をなす もので
ある8)」 と説明 されている。
この払下げ事件 を契機 として急速に激化 した政治危機を長州派参議伊藤 らによって,10月
12日 大隈派の罷免,国 会開設の詔勅,払 下げの中止と一連の方策でひとまず回避 した。14年
政変は大隈派を追放 ・薩長の提携による伊藤 ・松方体制が成立 して幕 を閉 じた。野に下 った大
隈は翌15(1882)年3月 知識階層 ・実業家 ・地主を基盤 に立憲改進党を結成 し,さ らに,イ ギ
リス法学 を学ぶための東京専門学校(後 の早稲 田大学)を 設立 して国会開設にそなえた。
この 「14年政変」の意義について も,い ままでに優れた研究成果が残 されている。 政治的
意義 として,1880年 代明治憲法成立にいたる 「天皇制絶対主義確立説 ・外見的立憲君主制説」
があ り,経 済的意義 については政変 を契機 として成立 した伊藤 ・松方体制 と前大久保 ・大隈体
制 との殖産興業政策 を比較検討 しての 「産業資本主義確立説」や 「商人資本の産業資本転化説」
などをあげることができるだろう。 しか し,わ れわれはこれ らの研究成果に対 し,新 しい視野
か ら再検討 しなければならない問題があるように思う。その一つとして,政 治的課題であった
自由民権運動=ブ ルジョア民主主義運動 を経過 したのちに確立 した天皇制絶対主義 と藩閥内務
官僚政府の古典的緯対主義国家 との比較検討,経 済的論点 しては大隈財政(商 人資本財政)・と
松方財政(産 業資本財政)と い う性格の範疇的差異論の再検討など新たな視角か ら多 くの問題
が投げかけられている。 しかし,14年 政変後の1880年 代の日本は近代社会成立の諸条件が生
まれてくる時期であ り,ま た,政 治的にはどのような性格であれ天皇制国家体制が成立する時
であ り,経 済的には資本主義形成のための本源的な蓄積過程の完遂期二殖産興業政策の最終段
階と位置づけることについては大方の意見は一致するであろう。
そこで,わ れわれは伊藤 ・松方体制の殖産興業政策の分析に焦点を合わせてその特徴 を見る
ことにする。
n.農 商務省の設立と伊藤 ・松方の殖産興業政策
明治14(1881)年4月 に農商務省が設立され,内 務省の勧業部門 と工部省 ・大蔵省の勧工 ・
勧商部門を引 き継いだ。農商務省は財政整理と勧業機構の統合 ・縮小 を目的 として 「参議大隈
重信参議伊藤博文建議」9)に よって成立 したが同年10月 の政変で大隈が参議を罷免 されて,
伊藤 ・松方体制による政策が示されることになる。
大隈が在任中の13年 の9月 外債5,000万 円を募集 して不換紙幣を整理する政策が政府内部の
8)永 井秀夫 「同上書」289頁 。
9)「農商務省沿革略志」r維新産業建設史資料」第一巻所収,1～4頁 。
190一 『明大商学論叢』第79巻 第1・2号(190)
激 しい反対で不可能 とな り,11月 には経費節減をはかるために 「工場払下概則」 を制定 して
官業払下政策 をはかったが実現せず財政危機 をさらに進行 させてしまった。それが14年4月 殖
産興業政策の転換 壷はかる農商務省設置に連なり,さ らに14年7月 の大隈 ・伊藤連名 による中
央銀行の設立 と党換制度の確立政策の建議 となるが,14年 政変で日の 目を見 ることな.く,こ
こに大久保 ・大隈体制の殖産興業政策 は終わった。
14年10月 大隈の参議罷免後,松 方正義が参議兼大蔵卿 に任ぜ られ,旧 内務省段階の殖産興
業政策か ら新 しい農商務省段階の殖産興業政策が本格的に進行することになった。
(D日 本銀行の設立
松方財政のは じまりは,緊 縮財政 一紙幣整理政策である。当時,「 太政官札」か ら 「民部省
札」 「大蔵省 ・開拓使免換証券」「新 ・改造紙幣」などの政府紙幣の発行,さ らに国立銀行 の
「銀行紙幣」などの不換紙幣の乱発が幣価下落を招来 し,西 南戦争を契機 として激 しいインフ
レーションを惹 き起こしていた。その結果国際収支は悪化 して正貨が洞渇 し,財 政 も実質収入
低下 と支 出増か ら破綻に瀕 していた。
松方大蔵卿はその解決策を不換紙幣の整理 と正貨蓄積による党換制度の確立 に求めた。具体
的政策 として,最 初に緊縮財政 と増税を行 って財政剰余 を紙幣交換準備金として捻出 し,ま た,
これ と並行 して準備金 を海外荷為替資金 として輸出商に紙幣で貸付け,そ の売上代金 を海外の
正貨で領収 し:免換準備 としての正貨蓄積を図 り,紙 幣鎖却の進捗 と正貨保有の増大 をまって中
央銀行 を設立 し,見 換銀行券 を発行 して近代的通貨信用機構を整備 してい くことであった。 こ
のような構想のもとに松方は,明 治15(1882)年3月 「日本銀行創立ノ議」 ・ 「創立趣旨ノ説
明」 を提出 し,中 央銀行設立の必要性を力説 し,日 銀設立の 目的は,① 金融の融通②会社銀行
の援助③金利の低下④国庫出納事務の担当⑤外国手形の割引にあρたlo)。
この建議 にもとづいて政府は,明 治15年6月 「日本銀行条例」を制定 し,資 本金1,000万 円
(1株200円,5万 株)で 同年10月 開業を認めた。資本金の半分は政府所有,半 分は民間所有で
あ り,そ の民間株主 としては三井八郎右衛門 ・大谷尊由 ・川崎八郎右衛門 ・安田善次郎 ・鴻池
善右衛 門 ・住友吉右衛門 ・渋谷栄一などの前期的資本家 ・政商がその名を連 ねていた。翌16
年政府は 「国立銀行条例」 を改定 し,国 立銀行の営業許可年限を20年 として漸次発行権 をも
たない普通銀行に転換す ることを定め,さ らに翌16年 には 「党換銀行条例」 を公布 して日本
銀行に紙幣発行権を集中 ・統合 し,中 央銀行 としての日本銀行の強大な金融統制力 をしだいに
確立する施策をとった。
10)梅 村又次 ・中村隆英編 「松方財政と殖産興業政策」1983年,東 京大学出版会,128～9頁 。
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こうして日本銀行は,銀 貨免換=銀 本位制による免換銀行券を明治18(1885)年5月 にはじ
めて発行 し,明 治19(1886)年 から正貨(銀 貨)免 換 を開始 した。この年,紙 幣整理 と並行
して公債整理の必要 もまた生 じた。太政官札 と交換に発行 された 「金札引換公債」をはじめ
「外貨公債」「起業公債」藩債処分や秩禄処分に当たって発行された 「財政公債」などを含めて
明治18年 における公債費は国家歳出総額の23%に お よび,財 政インフレーションを惹 き起 こ
していた。そこで,政 府は翌年の19年 に 「整理公債条例」 を公布 し,旧 来の多種多様 な公債
を近代的に統合 ・整理するために 「整理公債」を発行することを定めた。これによって公債利
子は年5分,5年 据置,50年 間の自由償還,無 記名式による自由売買な どを規定 し,日 本銀行
を取扱機関 とした。いわゆる公債制度の近代化を図ったのである。松方財政はさきの政府紙幣
の党換銀行券=日 銀券への切 り換えと公債整理によって財政 と金融の分化を可能にした近代財
政を確立 し,近 代的通貨信用制度の形成を果た したといえる。
日本銀行の活動 は明治18年5月 の銀貨免換の銀行券の発行,流 通,翌 年1月 銀貨免換の開始
と動揺を重ねなが らもスムーズに運び通貨制度が整備 されていった。このことは日本の殖産興
業政策が産業資本確立段階に入った重要な時期 に,従 来の 「財政主導型」から 「金融主導型」
に転換 し,近 代的に進行 したことを意味する。
(2)官業払下政策
官業払下げ蘇策の具体的進行 は 「工場払下概則」が公布 された明治13(1880)年 末であっ
た。それは 「歳計 ヲ節約 シ,紙 幣鎖印ノ元資ヲ増加 シ,併 セテ地方ノ政務 ヲ改良スル」 目的で
「数人合資ノ会社若 シクハ一人ニテ必要ノ資本金ヲ出スノカアル事」「各工場営業資本金ハ必ズ
払イ下ゲノ隅一時二上納シ,且 ツ興業費ハ興業ノ該工場ノ種類営業ノ難易度 ヲ掛酌シ年賦上納
ノ事」 を主要な条件 としたものである11)。その狙いは赤字累積 を回避 して財政負担 を軽減す
ることにあ り,当 時の未熟な民間資本にとって,こ の払下げ条件 は負担が大 きく所期の目的を
達することがで きなかったといえるだろう。この官営企業の払下げ政策は紙幣整理 ・公債整理
と関連 しながら明治14年 を転機 に官営事業の民間移譲,模 範官営か ら民営保護へ政策転換を
示すようになった。それは政治的変動 「14年政変」 とも照応するものであ り,と くに 「北海
道開拓使官有物払下げ事件」'として1で 取 り上げたので参照 して欲 しい。この政変は,参 議
大隈重信の免職 に象徴 されている薩長藩閥勢力 による天皇制絶対主義の確立過程でもあ り,日
本型マーカンチリス ト大久保利通および積極的膨張政策論者大隈重信 によって代表 された殖産
興業政策が,伊 藤 博文および松方正義の紙幣整理にみ られるデフレーション政策への,換 言す
11)大 蔵省明治財政史編纂会 「明治財政史」第12巻,299頁 。
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れば大隈財政か ら松方財政への転換期の指標 をなす ものである。 したがって,い わゆる 「工場
払下げ」はこうした政策転換期の一環 として,こ の時期 を特徴づける全体制との関連の もとで
明治期の重要な歴史的事柄 として理解 されなければならないと思 う。
この払下げ政策が実際に進んだのは明治17年7月 に鉱山払下げを実施 してか らである。17
年以降旧概則の払下げ条件 を 「今後工場等 ヲ払イ下ゲスル トキハ其時々方策ヲ具 シテ稟議 ス」
ることと改め,民 間資本の負担条件 を緩和 した。 したがって,こ れか ら見 てい く工場払下げが
現実に進行する過程では,営 業資本 ・興業費の回収 という前提はうしなわれ,ほ とん ど無償 に
近い価格や条件で特権的政商に払下げられることになった。
つ ぎの図表に見られるように,官 業払下げの実施は,工 場払下条件が緩和 された17年 以降
か ら本格的に進行する第2段 階に入ってからである。政府は軍事工業および直接的軍事関連産
業 をのぞ く官営模範工場 ・鉱山を対象 として払下げを実施 した。 もちろん,第1段 階の大隈の
建議 した赤字工場群ではな く,黒 字の見込 まれる模範工場 ・鉱山群に払下げを拡大 した。この
段階は松方財政がさきに見た紙幣整理の見通 しも立 ち財政的立直 りを背景に支 えられて進行 し
ていった。そのため,「 第1段 階の払下げでは国庫資金の回収が 目的であったか ら,資 力があ
りさえずれば払受人は,た んなる商人であってもよかった。 しか し,払 下げの主流 をなす第2
段階の払下げは何 よりも 「事業の継続可能者」への指名による払下げに重点がおかれている
12)。」その指名は藩閥官僚の人脈 にある 「政商資本」に行 なわれたことはいうまで もない。三
井には第3段 階の三池鉱山,新 町紡績所,富 山製糸所が払下げられ,三 菱(岩 崎弥太郎)に は
高島 ・佐渡 ・生野の各鉱山や長崎造船所が払下げられたのをはじめ,足 尾 ・院内.・阿仁鉱山は
元小野組手代古河市兵衛に,小 坂鉱山は長州の回船問屋久原庄三郎に,兵 庫造船所は薩摩の御
用達商人川崎正蔵に,深 川セメント製造所 ・白煉瓦製造所は渋沢栄一に見出された薪炭商浅野
総一郎 に,品 川硝子製造所は宮内庁御用達商人西村勝三に,札 幌麦酒醸造所は元官軍鉄砲御用
達商人大倉喜八郎にとそれぞれ払下げ られた。
つぎに,そ の払下げ条件 をみると,た とえば渋沢栄一が仲介 して古河市兵衛に払下げられた
阿仁鉱山は官業時投下資本167万 円,財 政評価額(営 業資本)24万 円であったが,そ の払下げ
条件 は,払 下価格33万7000円 でその内訳は生産設備価格25万 円(う ち1万 円即時上納,残 り
24万 円'は5年 間据置無利息24年 賦),未 製品 ・貯蔵品価格8万7000円(無 利息10年 賦),敷 地
は無償貸与,年 賦皆済後地券面代価をもって払下げるというものであった。次表でも明らかな
ようにこの実例が一般的であ り,そ の条件は兵庫造船所の50年 賦 など長期年賦 ・無利息ある
いは1割 利引計算即納 などのゆるやかなものであった。政府の財政的な資金回収を目的とした
12)小 林正彬 「日本の工業化と官業払下げ」1977年,東 洋経済新報社,140頁 。
払下 払下年月 物件 官業時投下資本 財産評価額 払下価格 払受人 譲渡年次お のち所属先 現在
段階 (1885年 末)(1885年6月 末) よび譲渡先
1874(明7)年11月高島炭鉱 ★393β43 一 550,000 後藤象二郎 1881三 菱 三菱鉱業 1973三菱石炭鉱業㈱
第1段 階1882(明15)年6月広島紡績所 ★54,205 一 12,570 広島綿糸紡績会社 1902海 塚紡績所
1884(明17)年1月油戸炭鉱 48,608 17,192 27,943 白勢成煕 1896三 菱 三菱鉱業 1956閉 山












1884(明17)年8月小坂銀山 547,476 192,000 273,659 久原庄三郎 同和鉱業
1884(明17)年12月院内銀山 703,093 72,993 108,977 古河市兵衛 古河鉱業 1953閉111
1885(明18)年3月阿仁銅山 1,673,211 240,772 337,766 古河市兵衛 古河鉱業 1973阿 仁鉱 山㈱
1885(明18)年5月品川硝子 294,168 66,305 79,950 西 村勝 三1磯 部栄一 1892廃 止
1885(明18)年6月大喜 ・真金 金山 149,54E 98,902 117,142 阿部潜 1888三 菱 三菱金属鉱業 1972尾去沢鉱山㈱
1886(明19)年11月愛知紡績所 58,000 一 一 篠田直方 1896焼 失
1886(明19)年12月札幌麦酒醸造所 一 一 27,672 大倉喜八郎 1887札 幌麦酒 サ ッポロビール
1887(明20)年5月新町紡績所 138.98 一 141,000 三井 浅羽靖 鐘淵紡績
1887(明20)年6月長崎造船所 1,130,94E 459,000 459,000 三菱 三菱重工業
1887(明20)年7月兵庫造船所 816,139 320,19E 188,029 川崎正蔵 川崎重工業
1887(明20)年12月釜石鉄山 2,376,625 733.122' 12,600 田中長兵衛 1924釜 石鉱 山㈱新日本製鐵
1888(明21)年1月三田農具製作所 一 一 33,795 子安峻他 東京機械製造 東京機械製作所
1888(明21)年3月播州葡萄園 ★8,000 } 5,377 前田正名
第3段階1888(明21)年8月三池炭鉱 757,060 448,549 4,590,439 佐々木八郎 1889三 井 三井鉱山 1973三井石炭鉱業㈱
1889(明22)年11月幌内炭鉱 ・鉄道 ★2,291,500 一 352,318 北海道炭磧鉄道 1899三 井 北海道炭砿汽船
1890(明23)年3月紋聴製糖所 ★258,492 一 994 伊達邦成 1895札 幌製糖 1896解 散


















(注)①*は 払下時 までの投 下資本額で ある(新 町は80年 末)。
② 兵庫の数字 は公式で,実 際 は50カ 年賦1割 利引計 算で59,23i円 で払下 げた(長 崎造船所 も91,017円 が払下価格)。
③ 払下年 月は払 下許可時 をとった,実 際の引渡 しはこれ より遅れ る。
④ 払下価格 は土 地 設備,建 物 のほか,鉱 物,半 製(錬)品,貯 蔵品 の代価 もふ くまれ る。
⑤1896年,佐 渡 ・生 野払下 げの と きには大阪精練所,浦 戸 炭鉱 も払下 げられた。
(出典)r明 治前 期財政経 済史料集 成」第17巻,絹 川太 一r本 邦 綿糸紡績 史」 第2巻,商 工 行政史刊行 会編 「商 工行政 史」上巻,中 山泰 昌編 「新 聞集成明 治編年史」 第6,7巻,
農林省編 「明治前期勧 農事 蹟輯録j上 巻,三 菱合 資 「社誌」,r三 菱鉱業社 史」,「浅野 セメ ン ト沿革 史」,古 河 鉱業 「創業100年 史J品 川白煉 瓦 「創 業100年 史J,同 和鉱業
r七十 年の回顧」,「三菱重工 業株式会社社 史11川 崎 株式会社社 史」,「釜石製鉄 所七十年史」,北 海 道炭碩汽船 「五 十年史」,r富 岡製糸所 史J,r冨 岡製糸場誌」,松 方文 亀,
三井文庫,国 立公 文書館所蔵 史料 な どよ り作成。6
(出所)小 林正彬 「日本の工業化 と官業払下げ」(東 洋経済新報社 ・1977年)138,一c真 表5・1による。 、Gゆ
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官業払下げでないことが明らかになる。ただ1例 例外的な第3段 階の三池炭鉱がある。三井に
払下げられた三池炭鉱 は,官 業時投下資本75万7000円 で財産評価額44万8000円 に対 して払下
価格459万 円であ り,三 井が455万5000円 佐々木八郎名義で落札 に成功 し,島 田組名義で入札
に参加 した三菱 と2,300円 の差で払下げを受けたのである。 これは官営事業中の優良事業 とし
て官業継続方針が立てられていたものを,石 炭輸出の三井物産における重要性から,あ えて政
商三井保護のために払下げられたものである。三井はこの三池払受けによって,住 友の別子銅
山,三 菱の長崎造船所 とならんで三井の三池炭鉱が重化学工場部門進出の足掛 りとなったこと
は,周 知のとお りである13)。
こうして,政 府の官業払下げ政策 によって,前 期的特権政商資本は,国 家資本のもとで育成
された工場 を,も っとも有利 な条件で手に入れ,国 家権力 を媒介に して産業資本に転化 し,同
時に巨大な財 閥へ と成長する端緒 をつかんだのである。いままで官営事業払下げの諸契機に関
する諸説 と して,民 間産業勃興説,財 政緊縮説,軍 事的再編成説の三つに整理 される14)。こ
れについては,永 井秀夫氏はつぎの ように説明されている。「これらの諸説は同一平面上にお
いては対立 させ られるべ きものではない。民間産業勃興説 は官営事業 と民間企業の競争の弊 に
力点 をおき15),財 政緊縮説 は官営事業の欠損 と情実依・1古の弊 に力点をおき16),軍 事的再編成
説は殖産興業の重点化 に力点をお く17)。この三説 を検討すれば,殖 産興業の重点化を説 く場
合にも,払 下げを受容する側での(た とえそれが政商であっても)一 定の 「民間産業」の勃興
を否定するわけではな く,財 政上の一定の制約の上にこの再編成が行われたことを否定するも
のでもないことが知 られる18)。」 とし,諸 説の対立 は,殖 産興業政策理解の対立の表現なので
あって,払 下げ過程そのものの事実認識の対立ではない。 したがって,事 実認識 においては,
「払下げが一斉 に全官営事業 にわたって行われたとするような,ま たは官営事業をすべて一括
して軍事的性格 において考えるような,ま た官営事業のすべてが欠損 を出していたかの よう
な,多 分 に粗雑 に事実認識 を前提 としているので,こ の点の再検討からは じめなければならな
い19)。」と。このことは官営事業の払下げ政策の歴史的意義について見直す重要な課題であ り,
13)小 林正彬 「同上」150頁 。
14)そ の代表的論者として,た とえば染谷孝太郎 「明治政府による工場払下の基本的意義」 『明大商学論叢』
37巻4・5・6号,1954年,揖 西光速 「殖産興業政策と産業資本の成立」『明治維新史研究講座」5巻,平 凡
社,1958年 所収。小林良正 「日本産業の構成」日揚社,1935年 。などがあげられる。
15)r太 陽」臨時増刊 「明治史」第4編r産 業史」65頁 。
16)高 橋亀吉 『明治大正産業発達史』1929年,改 造社,147頁 。
17)山 田盛太郎 『日本資本主義分析』1934年,岩 波書店,73頁 。




官業払下げ過程 の事実認識のなかで,政 府が軍工廠 と鉄道 ・電信の払下げを考えず,そ の他
の官業の払下げを通 じて前期的特権政商資本に産業基盤 を与えつつ,産 業資本への転化の道を
開 き,巨 大な財閥へ と成長す る端緒をつかませたと見 ることができる。払下げ政策によって,
前期的資本の産業資本への転化 を温室的に助長する絶対主義国家の産業保護政策の 日本的形態
をそこに見ることがで きる。 したがって,官 営工場払下げ後の政策転換 も政府にる保護政策の
廃棄を意味するものではなく,こ れによって自由放任政策に代 わったものではない。工部省に
代わって 「農商務省」が設置 され,そ の管掌の もとで,従 来の急進的 ・官僚的指導政策か ら資
本主義的民営業保護政策 に移行 し20),同 時 にまた,国 家資本 を強力かつ効率的に軍事工業お
よび軍事関連産業に投入するために,こ の部門での直接官営は さらに強化 された21),こ とを
否定するすることはで きない。それはまた多面的 ・総花的保護政策か ら一部特権資本の重点
的 ・集中的保護政策への転換で もあったと工場払下げ政策 を歴史的 に位置づけることがで きる
と思う。三井 ・三菱 ・住友 ・安田などの巨大財 閥およびその周辺に川崎 ・古河 ・大倉 ・浅野な
どの中小財閥が,こ の工場払下げを通 じて明治政府(天 皇制絶対主義)の 周辺に結集 されるこ
とになった。大久保 ・大隈財政のインフレーション的殖産興業政策は,伊 藤 ・松方財政のデフ
レーション政策のなかに解消され,・その もとで国家資本を重点主義的集中方式によっていっそ
う効率的に利用す る方向に代 えられたのである。このことは国家権力 を媒介 とする近代的外来
産業の払下げをうけた巨大財閥資本の発展の背後に,デ フレーション過程で在来産業を中心と
した中小資本の急速な没落 ・分解が進 むことでもある。工場払下げ政策は,そ のようなものと
しての本源的蓄積の強行であった といえる。
(3)労働者政策
産業政策 を統轄 した農商務省 は,労 働者政策のための立法計画を本源的蓄積政策に照応 して
進めた。農商務省は 「東京商工会」に諮問 しその答 申にもとづいて,明 治16(1883)年 「職
工条例」および 「徒弟条例」要領を作成 した。前者は 「傭主即チ工業者 ト被傭者即チ職工 トノ
間二存スル権利義務 ヲ明カニ」 しょうとしたものであ り,後 者は 「師弟問ノ権利義務(職 人の
親方 と徒弟の関係)ヲ 明カニ」 しょうとした ものである22)。イギ リス,エ リザベス朝時代の
「徒弟法」(TheStatuteofApprentice.1563)・ 「職人規制法」(TheStatuteofArtificers.1563)
20)藤 田武夫 「日本資本主義と財政」1949年,実 業の日本社,168頁 。
21)小 林良正 「前掲書」100頁 。
22)大 内兵衛 ・土谷喬雄編 「興業意見」『明治前期財政経済史料集成』第20巻,1932年,改 造社,691頁 。
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に対応するものといえよう。その徒弟条例 は職工条例の うちに吸収 され,明 治20(1887)年
に 「職工条例案」の成立をみた。それは農商務省の諮問機関 「勧業諮問会」に諮問 した結果で
あった。 この条例案の本質が職工 「取締」条例であったことは 「興業意見」が当時の雇主の意
見 をつ ぎの ように述べていることか らも明らかである。「其 レ職工二対スル条例規則ハ多 ク職
工 ヲ保護スルノ点二出ツ ト錐モ,現 況二照 ラスニ此ノ際之が法規 ヲ設ケ,製 造者 ヲ保護セサ レ
ハ,工 業上 ノ進歩期ス可カラス。因テ菰二,恰 当セル職工条例 ヲ設ケラレン事是 レ希望二堪ヘ
サルナ リ」23)と 。条例が労働者保護ではな く製造者保護 に求められ,労 働力の創出 ・確保 こ
そが本源的蓄積過程 において政府が必要に追いこまれていたことを意味 している。殖産興業が
急がれる事情の もとでは,労 資の紛争 「労働者取締 りの方向で解決 しようとする方針を強 くう
ち出 してい くのであって,そ のかぎりで多少 とも労働者保護の内容 を盛 っていた職工条例 は
「流産」すべ き運命にあった。 したがって 「同盟罷工ハ刑法 ヲ以テ」禁 じられてお り,職 工条




農商務省の もとでの殖産興業のなかで もう一つこの期の特質 として,私 設鉄道会社 と海運会
社への民間産業保護政策を見てお く必要があるだろう。鉄道建設は基本的には軍事関連事業と
して官営方針 をとったが,資 金の欠乏と華士族企業者化の必要 とから,明 治政府は官営固執 を
やめて民 間鉄道建設をみ とめ,こ れを保護する政策をとるようになった。・明治14(1881)年
設立の 「日本鉄道会社」 に与えた保護はその典型であろう。華族組合によって資本金2,000万
円で創立 された。この会社が東京 ・青森間の鉄道建設を計画するにあたって,政 府は沿線の必
要な国有地 を無償で払下げ,民 有地は政府で買い上げて会社に払下げ,鉄 道所属地の国税 を免
除 し,払 下げ資本金に対す る開業までの年8分 の利子 を保証 し,開 業後の収益率年8分 以下の
ときの補償(東 京 ・仙台問は10年,仙 台 ・青森問は15年 間)な どの特権 を与 えた。そ してこ
の鉄道建設工事は工部省が担当した。この鉄道は東京 ・高崎間が明治17(1884)年 にまず竣
工 した。その後 「阪神鉄道」「伊予鉄道」 「両毛鉄道」「水戸鉄道」 などの諸鉄道会社が政府保
護の もとに相ついで創立 され,政 府は明治20(1887)年 に 「私設鉄道条例」 を定めた。 この
政策は 「金禄公債」受領者の企業者への転化政策で もあったのである。
海運業 に対する明治政府の保護政策は明治8(1875)年 か ら 「郵便汽船三菱会社に露骨 に行
23)「 同 上 書」692頁 。
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われ,強 い世論の非難の対象 となっていた。政府はこれをかわすため半官半民の 「共同運送会
社」 を設立 させた。 しか し,そ れ以後両社の競争は激烈を極め,政 府は明治18(1885)年 こ
れを合併 して三菱系 「日本郵船株式会社」 を設立 させた。 これにより,三 菱の海運業に対する
優越は決定的なものとなった。政府はこの会社に対 して15年 間利益金が年8分 以下のときはこ
れを補償する露骨な保護政策を再 びとることにした。これらの海運政策は大久保 ・大隈体制の
一部特権資本への継続的保護政策であ り,何 一つ変る ものではなかった。
(5)同業組合政策
最後 に,農 商務省のもとで進められたこの期の流通政策 を象徴する 「同業組合」政策 につい
て見 ることにする。明治17(1884)年11月27日 農商務省は 「同業組合準則」 を定め,各 府県
に命令 した。その趣旨は 「同業者組合 を結び規約 を定め,営 業上の福利を増進 し,濫 悪 を矯正
するを図る者不動候処,往 々其の目的 を達することを能はざる趣に付,今 般同業組合準則相定
候条向後組合 を設け,規 約を作 り認可 を謂ふ者あるときは,此 の準則に基 き可取扱此旨相違候
事,但 し認可の都度当省 に届出づべ し」 とした。翌年8月 に農商務省第35号 で 「同業組合準則
は,専 ら重要物産の改良増殖に関する,農 商工業者の組織 に限 り適用すべ き儀と心得べ し」 と
新めて示達 した。これは政府が同業組合準則が特権的同業者組織=株 仲間の再限でないことを
強調 している。株仲間は明治4(1871)年 の明治維新 を機に 「株仲間解放令」が発せ られ,江
戸時代の久 しい排他的独 占組織株仲 間は解散 した。これに対 し,明 治12(1880)年 東京商法
会議所 をは じめ,明 治15(1882)年 に京都商工会議所など旧株仲 間商人のゆ り戻 しがあった。
江戸時代 の天下の台所大阪では,解 散令の翌年に旧株仲間の藍仲買商が同業組合を結成 し,翌
明治6(1883)年 には36の 組合が,さ らに翌明治7(1884)年 に138の 組合が結成 された24)。
株仲間解放令後の商工業者の 「ゆり戻 し」の動 きは,「 この運動の養分のひとつとして,明 治
17年 の農商務省 同業組合準則,同25年 の京都府のそれを初発 とする各府県 ごとの同業組合取
締規則,そ して同30年 には重要輸出品同業組合法,同33年 には重要物産同業組合法が制定 さ
れ,国 法上の制度的基礎 も'与えられて,明 治 ・大正 ・昭和前期の三代,同 業組合なる組合的結
合が株仲間的性格を残存させながら,戦 前期 日本資本主義の一環 を構成する経済主体 ・業界団
体 として存在することになる25)。」明治前期 に示 された株仲間の解散 「営業の 自由」政策が,
農商務省の同業組合準則の制定によって後退 し,同 業組合への強制加入制や営業規制は営業自
由と競争原理 を制限する ものであったことは否定で きない。商工会議所設立 とそのもとでの商
工組合が旧株仲間的性質を有 していることは京都商工会議所 と京都の呉服商組合 ・太物藍染工
24)宮 本 又次 「日本 ギ ル ドの 解 放 一明 治 維新 と株 仲 間 一」1957年,有 斐 閣,9頁 。
25)藤 田 貞一 郎 「近代 日本 同 業 組合 史 論 」1995年,清 文 堂,16頁 。
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業組合 などの当時の動 きのなかでそれを見ることがで きる26)。明治30(1897)年 重要輸出品
同業組合法が 日清戦後経営 における輸出振興策の一環として制定された後 もその組合の性格は
変るものではなかった。それは京都府同業組合取締規則(職 工条例関係)な どの史料などで明
らかである27)。 また,商 業組合に結集 した業者は卸商あるいは問屋資本が中心 とした組織で
あったことは株仲間の再現 として注目されてよいだろう。'この段階では同業組合 は問屋資本の





紙幣整理,日 本銀行の成立,官 営工場払下げなど農商務省期の一連の経済政策の転換 によっ
て日本経済は,「 本源的蓄積段階」から 「産業資本確立段階」に移行 していった。 この過程で
国家権力を媒介に温室的に助長された産業資本は,政 策転換 を機会 に前期的資本(政 商資本)
か ら近代的資本(産 業資本 ・銀行資本)に 転化 し国家の間接的保護のもとで,私 的資本主義 と
して自立 しはじめた。産業革命は国民経済全体が資本主義的に編成 されて終わる画期 として把
握 されるが,日 本の産業革命は明治20年 代に開始 され,「 日清戦争」をなかにはさんで本源的
蓄積=マ ニュファクチュア時代 に終止符 をうち,明 治30年 代 には産業資本主義を確立する時
期 に入ったのである。
ところで,一 般に産業革命は機械の発明 と利用 を基礎に して資本制生産様式が全社会的に確
立する過程であるが 日本の産業革命にはどのような特質 を指摘できるのであろうか。そ してそ
の特質はどのような理由によって もたらされたものであろうか。イギ リスのように,産 業革命 ・
が長い期 間に しか も完全 に遂行 されたところでは,産 業資本家=ブ ルショアジーの経済的優越
に もとつ く政治的支配の確立によって,絶 対主義か ら比較的穏便な方法でブルジョア君主制へ
の転換が見 られたのであるが,日 本のように,産 業革命がお くれて,し かも絶対主義国家の上
か らの改革 を通 じて資本主義が形成 されたところでは,手 工業者は資本制家内労働 に再編成さ
れて大工業の外業部に配置 され,小 農民は農業から分離 しないままで賃金労働や副業的家内労
働 に動員 される。そこでは産業革:命は農村 をも包括 して深刻に進め られる。これがイギリスな
ど古典的産業革命が行 なわれた国で多 く見 られる。 さらにイギリスの産業革命は繊維工業 を中
26)「 同上 書 」23頁 ～56頁 を参 照 して欲 しい。
27)「 同 上書 」83頁 ～108頁 を参 照 して欲 しい。
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心 とする消費手段生産部門のマニュファクチュアか ら大工業への転換によって開始 され(第1
次産業革命),つ いで鉄鋼業 を中心 とする生産手段生産部門の確立に進むのであるが(第2次
産業革命),日 本では軍事工業および軍事関連産業が,す でにヨーロ ッパで産業革命を終えた
近代工業として移植 ・育成されたために,日 本の産業革命 を自生的に展開することな く大工業
として活動 し,そ の影響のもとに生産手段生産部門の根幹産業が開花 していった。それは生産
手段生産部門が消費手段生産部門に先行するという特殊転倒的形態 をもた らし,そ のかぎりで
日本の産業革命 を晴形化 しその急速な萎縮 を招来する28)。日本 における繊維工業部門の産業
革:命は,明 治20(1887)年 ごろか ら日清戦争前後にかけて進み,明 治30(1897)年 代 には産
業資本確立段階に到達する。そ して鉄鋼業部門での産業革:命は,日 露戦争前後か ら進められる。
いうまでもなく,日 本のように,す でに ヨーロッパ資本主義が第1次 のマ ンチェスター型産業
革命が完了 して,第2次 のバーミンガム型産業革命に進出 し,世 界資本主義がすでに帝国主義
段階にある時期に,こ れらの国の影響下で産業革命に入ったところでは,第1次 産業革命から
第2次 産業革命への発展は時間的序列 をもつよりもかえって相互 に交錯 し,あ るいは逆転 して
いるのである。後進資本主義国日本の産業革命 を考えるとき,生 産手段生産部門における機械
制大工業の確立が遅れ不均等な産業構造が形成 され,ま た共同体 を温存 しつつ上からの資本主




過程 として殖産興業政策のうちに進行 しつつあった。明治期に入 り政府財政からの助成 を受け
て発足 した各地の200q錘 紡績は不振で近代 的大工業を成立させるまでにいたらなかった。そ
のときに,渋 沢栄一の指導によって明治15(1882)年 に設立,翌16年 開業 した 「大阪紡績会
社」が好成績をあげ,近 代的大工業 としての紡績工場 に成長 した。渋沢はロンドンで紡績術 を
学んだ山辺丈夫 とともにイギリス製 ミュール紡績15,000錘 を装置 し,動力は蒸気機関を採用 し,
労働者322人 によって創業 した。また,そ のために要する資本金28万 円は民間の株式会社制度
を用い,華 族や東京 ・大阪の商人層から資金を調達 し,自 らが頭取 をつ とめる第一国立銀行か
らの資金供給態勢をとった。 さらに,低 廉 な輸入中国綿花 を用い,安 価な都市下層出身労働者
を二交替制昼夜業の形で利用 し高収益をあげた。翌16年 には織布工程を兼営 して倍額増資し,
2万820錘 に増置 し,明 治25(1892)年 には6万5,000錘 をもつ大工場 となった。
大阪紡績の成功 に刺激されて,明 治19年 から22年 にかけて,東 京 ・大阪地方 を中心 に次々
28)山 田盛 太郎 「日本 資 本 主義 分 析 」1934年,岩 波 書 店,178頁 。
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と大規模紡績会社が設立 された。19年 に三重紡(大 正3年 大阪紡 と合同 して東洋紡 となる),
20年 鐘淵紡,22年 尼崎紡,摂 津紡,29年 東京瓦斯紡,23年 大阪合同紡 と各紡績会社の設立が
っついた。
これらの紡績工業 における近代的大工業の確立過程では,手 紡糸 ・ガラ紡糸の駆逐,輸 入綿
糸の駆逐 を行ないつつ,一 方で,外 国綿糸 との競争によって国内市場を開拓する過程で もあっ
た。それは在来産業としての紡績業か ら国内市場 を奪い,そ の自生的な産業革命の可能性 をつ
ぶ し,低 賃金労働 をほとんど唯一の武器に先進資本主義国,と くにイギリスの綿業と東洋市場
を争 うことであった。紡績業発展の基盤にある労働者について,農 商務省商工局 「職工事情」
(明治36年)が 記す調査事例 を見ると,労 働者中の女工比率が68%(22年)か ら75%(25年)
で,そ の女工は農村遠隔地から集められ寄宿舎で生活 し,昼 夜二交替制 ・夜業1週 間で女工の
体重平均638グ ラム減少 し,そ れに続 く5日 間の昼業で平均259グ ラム しか回復せず年間7キ ロ
の体重減で,そ のうえ不衛生な環境で結核患者の多いことが記録 されて吟る。 まさに 「女工哀
史」である。 この悲惨 な労働条件が明 らかになったことか ら明治44(1911)年 に工場法が制
定 され,女 工の夜業禁止条項が盛 りこまれた。 しか し,施 行後15年 間の適用猶予が定められ,
その後 も 「ザル法」 として日本紡績業の発展の基礎 に女子労働者の過酷な労働条件が残 ること
になったことを忘れてはならない。
この紡績労働者に代表 される低賃金労働 と農村副業の奪取 とは必然的に国内市場が狭溢化す
る結果 となった。そ して,明 治23(1890)年 にははや くもわが国における最初の資本主義恐
慌 をみた。それは,一 般的にはまだ機械制工場の発展をみていたわけではないか ら全般的な資
本主義的恐慌 ではないが,紡 績 における部分的過剰生産恐慌であった といえよう。明治15
(1882)年 設立の 「紡績連合会」は,こ の恐慌に対処す るために,は や くも操業短縮 を決議 し
なければならなかった し,中 国 ・朝鮮を中心 とす る外国市場の開拓や海外 に綿作地を確保 しよ
うとする要求が しだいに強 くなっていった。政府 は明治29年 に輸出関税 を撤廃 し,輸 出奨励
金の交付によるダンピング輸出を行 なうことを認めた。 こうした動 きのなかで綿紡績会社数は
明治33(1900)年 には79社 あったのが明治42(1909)年 には37社 へ と減少 し,大 正3(1914)
年には全錘数の63%を 占めるいわゆる6大 紡に連 なる巨大紡 による紡績独占体の形成が進 ん
だ。明治40(1907)年 恐慌後の不況のなかで三井物産 と内外綿 にみ られる綿花商社 と巨大紡
との結びつきが強 くなり,中 国に向けての 「過剰資本」 の輸出体制が整ってい く過程 に注目し
てお く必要がある。
繊維工業部門のもう一つの製糸業について見てみると,綿 紡績業が機械制大工業 として発展.
したのに対 して,製 糸業はマニュファクチュア ・小経営すなわち器機製糸 と座繰製糸 として発
展 した。明治10(1880)年 代生糸輸 出はアメリカ資本主義の絹織物業の需要 と結びついて激
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増 した。 日本生糸の輸 出量は富岡製糸場 の高い技術水準による国内の織物の縦糸に使用する
「優等糸」生産が軌道 に乗 り,明 治30(1900)年 代 に入ってイタリアの生産量 を越えて世界最
大の生糸輸出国となった。これを支えたのが綿紡績と同じように製糸女工の長時間労働 と低賃
金の労働条件であった。 とりわけ,器 械製糸業の中心地長野 ・山梨 ・岐阜3県 の農村の 「口減
らし」的女工労働 に見 られるように,さ きの 『職工事情』によれば,明 治30年 頃の製糸場の
「労働時間ハ決シテ13・4時 間 ヲ降ルコトナク長キハ17・8時 間二連スルコ トモ亦之ナシ ト言
フヘ カラス。」 さらに 「殊二諏訪地方二於 テハ……生糸工場 ノ労働時間ノ長キコ トハ全国二冠
タリ」 と記載されている。 もう一つ製糸資本の蓄積 を支えたのは,繭 価引下げによる養蚕農民
からの 「買い叩 き」による利益搾出であ り,こ の低繭価が 日本製糸業の国際競争力の基礎でも
あった。何故ならば,賃 金水準の低 さは,製 糸労働 についてはヨーロッパと較べての労働生産・
性の低さにより相殺 されてしまうのに対 し,養 蚕労働の面では技術格差がほ とんどなかったた
め繭価の相対的な低さとなって現れたからである。製糸家は低繭価から利益を搾出 したうえで,
なお,国 際的にみて安価な生糸 を供給 しえたか らである29)。
そのことが,養 蚕農民経営のブルジョア的発展を妨 げ,明 治30年 代後半には官営富岡製糸
の払下げを受けた片倉 ・郡是製糸(の ち鐘紡製糸が加わる)'が 独占的地位を占める結果を生ん
だことを忘れてはならない。
軽工業発展の最後に織物業 を見ておきたい。産業革命期の織物生産額の9割 以上が綿織物 ・
絹綿交織物 ・絹織物.によってしめられ,毛 織物 は1割 に も達 していなかった。織物業の生産形
態は輸入力織機を備えた大工場 はなく,問 屋制商人の支配下にある賃職業=問 屋制家内工業に
よって展開されていた。とくに,綿 業が絹業よ りも問屋制支配が顕著で,豊 田武力織機 ・津田
式絹力織機などの安価 な国産小幅力織機が導入 され,機 械制工場化は日露戦争以降であ り,典
型的な零細工業経営であった。織物業の労働条件は製糸業 よりもさらに劣悪だった。年季契約
(3～7年)で 賃金 も低 く 「短キモノ1日12・3時 間長キハ18・9時 間 『職工事情』」の労働を
強い られ,年 季が明けると自宅で賃織に従事する者が多かった。
産業革命期の軽工業について繊維工業を中心に見てきたが,そ のほかに製糖業 ・醸造業 ・製
紙業 ・マッチ製造業などがあ り,農 業の小農民経営 を基盤 と'した 「寄生地主 ・小作農」関係に
停滞 したの と同様に,「 在来産業」 として産業革命から取残 されていった。在来産業は,マ ニ
ュファクチュア ・手工業 ・農村副業的家内労働 に定着 し,産業革命の方向を見失ってしまった。
これに対 し,政 府の強力な育成 ・保護の もとに,ヨ ーロ ッパからの洋式生産方法の移植 ・育成
という形態で進め られたのが 「外来産業」の導入であ り,絶 対主義的改革=殖 産興業政策の一
29)石 井寛 治 「日本 経 済史 」1976年,東 京 大学 出 版 会,164～165頁 。
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環 として上から指導 された産業革命であった。イギ リスの産業革命 に見 られるように,個 別資
本が徐 々に集積 され,ほ ぼ1世 紀 にわたってマニュファクチュアか ら大工業への転換が行なわ
れたの とは異 なって,日 本ではわずか10年 間のあいだに官営事業 として軍事工業および軍事
関連産業の強行的創出に先導 されて産業革命が行 なわれたのである。
その日本の産業革命 においては,軍 事ない し軍事関連工業が政府財政(国 家資本)と の密接
な結びつ きの もとに突出 した発展を示 し,一 般の重工業が遅れて展開するという 「顛倒性」が
見 られたのである30)。 まず機械工業は,陸 海軍工廠 と して発展 した。陸軍工廠では明治13
(1880)年 か ら東京砲兵工廠で村田銃中心の小銃生産,大 阪砲兵工廠で野砲 ・山砲な どの青銅
砲生産や弾丸製造を行 ない,海 軍工廠 では明治23(1890)年 から横須賀 ・呉 を中心 に鋼製通
報艦 ・砲艦の建造を進めていった。 この陸海軍工廠の兵器生産に連動 して必要とする工作機械
の製造が進め られたが,日 露戦前 までは輸入品の依存度が高 く,兵 器国産化が達成 されていな
いため軍工廠 と民間資本の結合による機械工業体制で行 なわれた。
民 間機械工業では海運業 と鉄道業の発展 のなかで,造 船業 と車輌業を中心に進行 していた。
官業払下げを起点として,汽 船,機 関車,貨 客車,レ ールなどの輸入策を国産化策に転換 して
いった。民 間有力造船業は明治29(1896)年 造船奨励法公布 を機に,三 菱長崎造船所(従 業
員5,389人)・ 川崎造船所(2,640人)・ 大阪鉄工所(1,533人)・ 三菱神戸造船所(1,477
人)・ 浦賀船渠(1,346人)で 大型鉄鋼船の建造が行なわれ,明 治31(1898)年 には三菱長崎
造船所 で常陸丸が竣工 したのを始め,明 治41(1908)年 に同所で竣工 した天洋丸は民間造船
技術が世界水準に達 した ものとして評価され,そ の造船技術 を基礎 に三菱 ・川崎造船所では明
治44(1911)年 以降軍艦建造にも着手することとなった。
車輌業は国鉄 ・私鉄業の線路延長のなかそれぞれ所属の大工場が設置 され,機 関車が明治
26(1893)年 に鉄道局で始めて試作 され;民 間では汽車製造合資会社(明 治28年 創立)が 明
治34(1901)年 に台湾鉄道用の車輌 を製作 し,国 産化が達成 された。
その他の機械工業としては芝浦製作所(従 業員877人),日 本製鋼所(686人),精 工舎(587
人)と 工作機械の池貝鉄工所(205人),豊 田式織機(196人)な どがあったが,明 治33(1900)
年当時は小規模で政府の保護 もな く,世 界的な技術水準には達 していなかった。 しかし,日 露
戦時の軍需と軍工廠の技術 開発 と連動 し池貝鉄工所の拡張,新 潟鉄工所などの工作機械製造が
開始されるなかで,世 界的技術水準に到達 していったC
機械工業 と並行 して進め られた重工業は鉄鋼業である。鉄鋼業は工部省の釜石 ・中小坂両鉱
山の官営策には じまり,田 中長兵衛の釜石鉱山の払下げによって出鉄に成功 し,軍 需に支えら
30)石 井 寛 治 「前 掲 書」174頁 。
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れ なが ら製鉄業 を発展 させ たが,軍 需 に応 える ことが で きず,政 府 は日清戦後の明治34
(1901)年 に官営八幡製鉄所を建設 し,本 格的製鉄作業が開始 された。日露戦争勃発後の明治
37(1904)年 に鉄鋼一貫作業が軌道 に乗 り,日 本の鉄鋼業発展の基礎ができたといえる。これ
に合わせて,財 閥系製鋼資本が登場 してくることは注 目しなければならない。明治30(1897)
年に住友が 日本製鋼会社 を買収 して住友伸銅場 を設立 し,さ らに明治34(1901)年 には日本
鋳鋼所を買収 して住友鋳鋼場 とした(昭 和10年 に合同 して住友金属工業 となる)。 ついで,鈴
木商店が明治38(1905)年 に小林製鋼所 を買収 して神戸製鋼所を設立 し,翌39年 に川崎造船
所が鋳鋼工場を建設 した(昭 和35年 川崎重工業か ら分離 して川崎製鉄 となる)。 また,浅 野 ・
渋沢 ・大川らの出資で大正元(1912)年 に八幡製鉄所技 師今泉嘉一郎が日本鋼管を設立 した。
日本の鉄鋼業は日清戦後から日露戦前後の軍拡に応ず多形で拡張 ・発展 したといえる。
重工場の最後に鉱山業 について見てみたい。産業革命期の日本では,石 炭 と銅についてはそ
の生産 ・輸出の面で重要な産業部門であった。 紡織業と鉱山業は日本の重要な輸出産業であ
り,政 府は明治25(1892)年 に鉱業条例を制定 して保護 し,機 械の導入 と鉱山の大規模化 を
促進 した。 したがって,鉱 山業は官営軍事工業や綿紡績業とともに,賃 労働者の作業場への集
結 をもたらした。鉱山労働の実態は,危 険な重労働であ り,官 業払下げ後の鉱業資本家の労務
管學制度は石炭鉱山が納屋制度,金 属鉱山が飯場制度 を用いた。 この両制度 は鉱業資本家に雇
われた納屋頭 ・飯場頭が鉱夫の募集から生活管理 ・採掘 ・開坑などの作業請負 ・賃金まで一括
管理 を行なうもので,重 労働 と低賃金の原因 となった。鉱山労働のなかで,未 熟練労働者の供
給不足 を補ない,必 要労働力を経営の掌握下にお く手段 としての 「囚人労働」の意義 もまた重
要である。三池炭鉱はじめ官営事業での因人労働の比重は大 きく,払 下げ後の囚人坑夫労働の
使用の延長は三井 における三池炭鉱経営の重要な要素となった。鉱山業はこのような特殊な労
資関係 を生み出しただけでな く,鉱 山周辺の地域に対するさまざまな被害=鉱 害を与えたこと
は注 目しなければな らない。住友'の別子銅山における江戸時代からの鉱毒水問題 をはじめ,古
河の足尾銅山の鉱毒事件など鉱害問題 は鉱山業発展の暗い付属物であったことは留意 しておか ・
ねばならない。また,他 面で鉱山業が内には鉱美の酷使,外 には周辺住民への鉱害 とい う型で
特徴づけられなが ら,官 業払下げを受けた鉱業資本家=政 商 ・財閥(三 井 ・三菱 ・住友 ・古河
など)の 莫大 な利益 をあげる源泉であったことも忘れてはならない。
以上,日 本の産業革命過程における産業構造発展の姿を見て きたが,さ きに日本の産業革命
の特質で指摘 したように,多 くゐ問題 を残 していることが理解で きたと思 う。
そこで,日 本的産業革命が行なわれたために,そ の必然的な結果 として日本資本主義の確立
にどのような特質を もたらしたかを整理 しておきたい。 まず第1に,「 富国強兵」 を機軸 とし
た殖産興業政策の強行的創出に先導されて産業革命が行なわれたために,日 本資本主義の産業
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構造の うえに著 しい 「不均衡」 をもたらすことになった。外国技術 を移植 した 「外来産業」は
政府 の強力な育成 ・保護の もとに近代的大工場となるが,こ の上からの産業革命から取残され
た在来技術を基盤にした 「在来産業」はかえって産業革命の方向を見失って停滞 し,マ ニュフ
ァクチュア ・手工業 ・農村副業的家内労働に定着 して しまう。いわゆる,資 本の 「二重構造」
の形成である。二重構造 の実態として,農 業→家族経営 ・在来技術 ・小規模生産,工 業→企業
経営 ・外来技術 ・中 ・大規生産。小企業(10人 以下従業員)→ 経営管理技法の未確立 ・旧式
で労働集約的生産技術 ・高金利負担 ・低賃金。大企業→経営管理技法の確立 ・新式で資本集約
的生産技術 ・低金利負担 ・高賃金。軽工業→労働集約的 ・在来技術 ・小規模生産 ・競争的製品
市場 ・比較的小量の資金需要 ・未熟練男女工の雇用。重化学工業→資本集約的 ・外来技術 ・規
模の経済 ・寡占的製品市場 ・多量の資金需要 ・熟練男子工の雇用。織物→労働集約的中小工
場 ・国内向けお よび輸出用生産 ・低賃金。紡績→資本集約的大工場 ・国内向け生産 ・高賃金。
安政開国後の 日本経済史のなかでは,松 方デフレ後の企業勃興期か ら高度成長期の初め頃まで
が 「近代」 と'「在来」 との並列的発展の時期であるが,俗 に 「戦闘期」 と呼ばれる1910年 代
後半から太平洋戦争直前 まで と,太 平洋戦争直後 の約10年 間とは,「 近代」 「在来」間の格差
が とりわけめだつ時代であった31)。
第2は,こ のような産業革命によって成立 した近代的大工業は,国 内市場の極端な狭隆性 と
外国市場 開拓の必要から産業革命途上 において,す でにカルテル形成の ような寡占形態をとら
なければなち なかったということである。国内市場には軍需的商品を中心 とした国家的市場 と
生活的商品を中心とした国民的市場に分けて考えるが低賃金労働者と農村の副業の奪取とは必
然的に国民的国内市場を狭隆化することとなった。その必然的結果 として,経 済的自由主義の
時代 をもたない早熟 ・早老の日本資本主義が形成 される。それは日本の産業資本確立への道が
晴型的に上か ら押 しつけられたことか ら招来されたものであるか ら,こ のカルテル形成や部分
的過剰生産恐慌 をもって,た だちに高度な寡占資本主義段階 を指摘 してはならないことは当然
であ り,し か もなお外国市場に進出するための準備段階を意味するもので もあった。第3に は,
この ような産業革命は政府の強力な保護政策 にもとづいて上 から行なわれた ものであったか
ら,資 本主義的発展 とともに形成された産業資本の利害は,政 商 ・前期的資本家 ・寄生地主 ら
の階級的利害と対抗するものとしては進めることがで きず,か えってそれと結びつ き,そ れと
同一の基礎のうえに立った。そのことによって日本の産業ブルジョアジーは寄生地主や政商的
財閥と抱合 し,天 皇制絶対主義の基礎 となり,権 力構造の側か ら見れば天皇制絶対主義の不敗
の体制を確立することに奉仕 した。第4に,こ のような産業革命 は軍事工業および軍事関連産
31)中 村 隆 英 ・尾 高 鯉 之 助編 「二 重 構 造」1989年,岩 波 書 店,日 本 経 済 史6巻,134～5頁 。
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業に先導 され,し か もそのような部門が,本 質的には再生産外消耗性 をもつために軍事資材獲
得のための素材転換の役割 を果たす輸出部門に動員 されなければならなかった。 その ことは紡
績業が輸出産業として発展するかぎりにおいて,日 本資本主義に特有な 「飢餓」輸出を招来す
るほかないことを意味する。最後に,日 本産業革命の始期 と終期 についてふれておきたい。始
期は明治19(1886)年 か ら明治22(1889)年 にかけての綿紡績業 ・鉄道業 ・鉱山業 を中心に
み られた企業勃興 に時期 をあてることがで きる。終期については,生 産手段生産部門の明治
41(1908)年 の天用丸竣工の造船技術,明 治38(1905)年 の池貝式旋盤政策 など工作機械技
術の世界水準への到達,民 間諸鋼所の発足 と生産手段国産化の確定,'さ らに,織 物業 における
明治40(1907)年 前後の力織機化の進展などから,後 進資本主義国日本 における産業革命の
終期を,日 露戦争直後の40年 恐慌前後の時期 に設定 したい32)。生産手段生産部門における機
械制大工業の確立が遅れるなどきわめて不均等 な産業構造が形成 されたため,産 業革命の終期
を定めることが難 しい。
IV.日 清戦争期の経済政策と日本資本主義の確立
第一次産業革命の最終段階に勃発 した日清戦争(明 治27～28,1893～94年)は,そ れを契
機に日本資本主義の確立 を見たどいう点で経済的に重要な意味 をもってお り,日 本資本主義の
確立過程は同時に帝国主義への転化過程でもあった。そのことが 日本資本主義の確立過程に起
こした日清 ・日露両戦争の本質規定について問題が残 り,難 しい課題でもある。今まで,と り
わけ日清戦争の本質規程については,多 種多様な見解があ り,し か もそれが他の見解 といろい
ろに重なりあって論 じられてきた。「日清戦争は,一 面には国民主義戦争の性質をもちながら,
他面 には帝国主義戦争の特質を帯びている33)。」「この戦争はまだ,ブ ルジョアジーが主役 と
なって推進 したものではなく,あ くまで も天皇制が,名 実ともに推進者であ り指導者であった。
この戦争 をうなが した経済的要因の一つは,産 業資本の市場要求ではあるが,そ れが主要なも
のではなく,主 要な経済的要因は,天 皇制の 『富源』 をもとめようとする要求であ り,そ の客
観的意義は,原 始的蓄積のための植民地略奪にあった34)。」「日清戦争 は疑 いもな く帝国主義
戦争の先駆 をなす侵略戦争であるが,そ れにもかかわらず国民戦争的な性格が まつわりついて
いる。日本資本主義の軍事的 ・封建的帝国主義的発展に伴 うところの必然的な様相 といわねば
ならない35)。」「日清戦争 を含めて,そ れ以前の 日本の朝鮮政策の経済的側面を問題にするな
32)石 井 寛 治 「前 掲 書 」131頁 。
33)猪 俣 津 南雄 「日本 の 独 占資 本 主 義 」1931年,改 造 社,237頁 。
34)井 上 清 ・鈴 木 正 四 「日本 近 代 史 」 上1955年,合 同 出版 社,161頁 。
35)前 島 省 三r条 約 改 正 と 日清 戦 争 』 「日本 歴 史 講 座」 第5巻1952年,河 出 書 房,75頁 。
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らば,朝 鮮を産業資本の市場 として確保 しようとする欲求 よりも,本 源的な富の蓄積源 として
確保 しようとする欲求の方が強力であった。」「こういつたことからとて,日 清戦争 を16,17
世紀ごろのヨーロッパ絶対王政の植民地獲得戦争 と同列に論 じるならば,そ れは速断のそ しり
をまぬがれない36)。」以上,代 表的な日清戦争の本質規定の諸見解 を列挙 したが,い まなお混
沌と して,性 急に結論 をつけることは難 しい。そこで,こ こでは日清戦争 と日本資本主義確立
とのかかわ りで,と りわけ国内経済の発展段階のなかで第1に 官営企業の払下げをうけ初期独
占から近代的独 占への移行をはか りつつあった政商=財 閥資本の存在 している問題,第2に 資
本の集中 ・独 占化 を進めつつあった綿紡績資本の動向などの視角からみる必要があると思 う。
その視点から石井寛治氏は 「日清戦争は,天 皇制権力がその出発の当初から抱 き続けてきた朝
鮮侵略策の帰結であった」さらに 「日清戦争は,民 衆の政治的権利を抑圧 し経済的に収奪 しつ
つ専制的な権力の確立 と上か らの資本主義化をはかってゆく天皇制権力が,自 らの立場 を正当
化 し維持するために展開 した対外侵略であった」 とし,「 日清戦争は,確 立 しつつある天皇制
権力が当面する政治危機 を打開するために,準 備に準備を重ねてきた朝鮮支配をめ ぐる軍事行
動 を行なったのであ り,経 済的要因は政治的要因に従属 していたとみるべ きであろう37)」と
指摘 されている。
日清戦争前後の国内での経維 を追ってみ よう。 この戦争には総額2億 円をこえる膨大な戦費
を要 した。これは当時の経常収入の2倍 をこえるものである。そ してその戦費の主財源はもっ
ぱら 「軍事公債」「預金部公債引受」「日本銀行一時借入金」によって まかなわれた。政府はま
ず 「軍事公債条例」明治27(1894)年 を公布 し,起 債総額1億2,500万 円にのぼる公債が相つ
いで発行 された。この未曾有の多額の軍事公債を消化するために,政 府は金融市場に対する特
殊な措置を講 じた。第1に,政 府は公債発行に当たって各銀行 ・全国の資産家の愛国心に訴え
て協力 を求めた り,地 方官庁を督励 した りした。第2に,日 本銀行 をして一般貸出の回収をは
か らせ,さ らに金利政策のうえで割引歩合の引上げを行 なわせた。第3に,政 府は当時さかん
になっていた鉄道会社設立計画などを中止 し,日 清戦争 に先立って,明 治25(1892)年 「鉄
道布設法」 を制定し,鉄 道国有化政策への転換を示 したのであった。鉄道国有化は,国 内 ・国
外(大 陸鉄道構想)の 軍事輸送の迅速化を求める軍部の要請 と財閥資本家らの鉄道部門への巨
額の投資か ら解放 し,重 工業 ・鉱山業への転換投資の進出を行なう条件 を与えることでもあっ
た。 日本銀行借入金は4,250万 円にのぼ り,国 庫剰余金やその他の資金が動員 ・流用されたこ
とはい うまでもない。このように戦争を遂行するだけの財政力をもたずには じめた冒険的な戦
争 は,公 債募集 と銀行借入金に依存 しなければならなかったために,戦 後たちまちにインフレ
36)中 塚 明 「日清 戦 争」 『日本 歴 史』 近 代 第4巻1962年,岩 波 書 店,138～139頁 。
37)石 井 寛 治 「前 掲 書」216～7頁 。
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一ションを惹 き起こ し,さ らに増税を必要とすることになった。同時に国家財政 と銀行資本 と
の結合,国 家財政に対する日本銀行の支配力を強化する結果にな り,金 融寡頭割の布石をつく
った。戦争遂行 に必要な軍需生産は民間工業では十分にみたすことができず,陸 海軍工廠をは
じめ官営軍事工業の圧倒的地位 を高め,そ の拡張が相ついだ。その結果,軍 事工業および軍事
関連産業の他の生産部門に対する不均衡な高度化 をいっそうはげ しくし,さ らに民間産業に対
する官営事業の比重を大 きくした。こうして,日 本資本主義の産業構造における不均等発展を
いっそう顕著なもの とした。
戦争は日本の勝利 によって終結 し,償 金3億5,598万 円余 を獲得 した。これに償金運用によ
る利殖金を くわえて償金特別会計収入総額は3億6,553万 円であった。そ して,こ の償金が戦
争経済政策運営のための主要な財源となった。 もう一つ講和条件 として獲得 した遼東半島はロ
シア ・フランス ・ドイツのいわゆる 「三国干渉」によって領有権を放棄 レたが,朝 鮮市場支配
および台湾植民地獲得 を遂げ,加 えて中国に対する通商特権 を獲得 したことによって,日 本資
本主義のために外国市場進出の道 をひらくことになった。そ して,そ のことによって日本資本
主義は中国に対する帝国主義列強の分割競争 に身を投 じたのである。
三国干渉は帝国主義列強の中国分割への道をひらき,な かでもツアー リズム ・ロシアは極東
に積極的に進出した。 日清戦争を契機として産業資本確立段階に入 り,同 時に帝国主義世界体
制の一環 としてみずか らを再編成 しは じめた 日本資本主義 は,ま ず 「戦後10年 計画」 を新た
に強国ロシアを仮想敵国とする軍備拡張政策として樹立 した。.それはいわゆる 「大陸政策」を
従来の 「主権線ノ維持」から 「利益線ノ開張」 に向けた,積 極的な大陸進出のためのものであ
り,「堅忍不抜,臥 薪嘗胆,軍 備の充実 と国力の培養 とを図 り,捲 上童来を期する」と言う軍
部の強引な要請にもとづいて,三 国干渉以来の国民感情を刺激 しながら強行 された。'陸軍にお
ける6個 師団から12個 師団への増大,海 軍における5万 トンへの増大を中心 に軍備拡張計画が
実行 され,戦 後毎年の予算の40%な い し50%が 直接軍事費に当て られた。そ して,平 時にお
いて も兵器の輸入依存か ら軍工廠生産へ,さ らに民間重工業の兵器生産参加へ,と いう動きが
一貫 してみられた。
こうした軍備拡張は兵器 ・軍艦などの自給体制を必要とし,そ のための鉄材生産の国内自給
を目的として官営製鉄所創設が計画された。明治30(1897)年 から着工 された 「八幡製鉄所」
がこれであ り,そ の原料を中国の大冶鉱山に求めなが ら,明 治34(1901)年 から製鉄作業を
開始 した。 また,陸 軍 は軍事的見地から 「国有鉄道拡張計画」 を樹立 し,明 治39(1906)年
に鉄道国有化を実施 し,海 軍 は明治29(1896)年 「航海奨励法」「造船奨励法」による保護政
策 を軍備拡張計画の見地から推進 させた。
日清戦争 による償金 をポン ド貨で受領 した政府は,こ れを準備金 として明治30(1897)年
208一 『明大商学論叢』第79巻 第1・2号(208)
に 「貨幣法」 を公布,同 時に 「党換銀行条例」を改正 して 「金本位制」 を確立 した。紙幣整
理 ・日本銀行創設などによって一応の整理をみた日本の幣制は,な お銀本位制ないし金銀複本
位制であったため,銀 価の暴落ないし変動 によってたえず深刻な影響 を受 け,と くに明治25
(1892)年 以来その状態が顕著であった38)。幣制改革の必要が痛感されていたのであるが,戦
勝 による償金 を利用 して,よ うや く懸案の金本位制を採用することができた。一般に金本位制
は産業資本確立段階に実現する ものであ り,日 本 もまたその例外ではなかった。逆 にいえば金
本位制の実施 こそは日本資本主義の確立の指標でもある。 しかしなが ら,そ れは国内における
資本主義の基盤の弱さとその軍国主義的性格の強 さとが示 されているといえよう。
戦争中には じまった日本銀行の支配力の強化と戦後の金本位制の確立とは,金 融機関の近代
的整備の枷 とな り,普 通銀行 を日本銀行に依存せ しめ,中 央銀行 によって金融市場統制 を強化
したが,同 時に,一 連の体系的な国家的独 占銀行 としての 「特殊金融機関」の創設 もまたこの
時期 に集中的に行なわれた。明治29(1896)年 に 「府県農工銀行」,明 治30(1897)年 「日本
勧業銀行」 は不動産担保銀行 として,明 治33(1900)年 の 「日本興業銀行」は動産担保銀行
として,同 年 「北海道拓殖銀行」明治30年 の 「台湾銀行」は植民地銀行 として,そ れぞれ債
券発行銀行(台 湾銀行は台湾における銀行券発行銀行)の 特権をもって運営 された。そのこと
自体,産 業資本の確立 と同時に金融資本の産業支配が強化 され,し かもそれが国家資本の手に
強 く掌握 されたことを意味する。
日清戦後の一時的な企業ブームは,金 本位制採用 にともなう明治30～31(1897～98)年o;
「金融恐慌」 とこれにつづ く明治33～34(1900～1901)年 の 「工業恐慌の勃発」 を契機iに,
生産の集中と資本の集積 ・集中がはげ しくなった。 日本 における最初の一般的な工業恐慌 とい
われるこの恐慌は世界恐慌の一環であ り,日 本資本主義が世界帝国主義の一環に組入れられた
ことの現われでもあった。そ して,こ の恐慌によってもっとも打撃を受けたのは紡績工業であ
り,企 業合併 ・操業短縮がつづいた。明治29(1896)年 の 「銀行合併法」の実施は弱少銀行
合同政策 として,中 小銀行の大銀行への合併 ・吸収 を顕著に進めた。 このことは 日本資本主義
の独 占段 階への移行 の開始 を示す第1の 兆候であ るが,さ らに第2の 重要な兆候 と して,台
湾 ・朝鮮 ・中国への資本輸 出も現われは じめた。明治33(1900)年 に創設 した半官半民の
「台湾製糖株式会社」 につづいて台湾への民間資本の進出があ り,土 着の資本を駆逐 してプラ
ンテーシ ョン農業に よる甘藷栽培 を展開 した。明治27(1894)年 京釜 ・京仁鉄道敷設権を獲
得 した渋沢栄一 ・大倉喜八郎 ・益田孝 ら有力財界人は明治34(1901)年 に全線の敷設 を終え,
政府 も 「京釜鉄道特別保護法」 を明治33年 に制定 し,資 金補助 を行 なった。下関条約を契機
38)大 蔵省明治財政史編纂会 「明治財政史」第11巻,560頁 。
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に日本商人 を主導(三 井物産をは じめ棉花商社など)と した資本輸出がは じめ られた。明治
29(1896)年 から鐘淵紡績会社による上海紡績工場の合併,「 内外綿会社」による上海織物工
場支配,日 本紡績会社による上海織物工場支配が中国民族資本を圧迫 し進出 した。大冶鉄鉱石
の独占権を獲得 して八幡製鉄所が原料確保に成功 したのは明治36(1903)年 であった。
資本の集中 ・企業集中および資本輸出を契機に,三 井 ・三菱 ・住友 ・安田の4家 が,銀 行 ・
海運 ・造船 ・鉱山 ・鉄道 ・紡績 ・貿易などの全部門または数部門を独 占的に所有する巨大財閥
に成長 しは じめたのは,明 治30(1897)年 か らであ り,古 河 ・浅野 ・渋沢 ・大倉 ・鴻池など
がこれにつづいた。それらの ものはまだ 「近代的」金融独占資本にまでは成長 していなかった
がその萌芽 として見ることができる。 とくに 「三井 コンツェルン」「三菱 コンツェルン」は19
世紀か ら20世 紀へ の転換期に巨大 とな り,財 閥資本 として国家 との結合関係 に支 えられなが
ら成長 していった。
世界資本主義 は金融独占資本の成熟 を基礎 にして,19世 紀末から20世 紀初頭に帝国主義段
階に入った。 したが って,日 本の産業資本確立段階は,世 界資本主義にとってはすでに帝国主
義段階であった。帝国主義列強の世界分割競争はすでに一応完了 してお り,日 清戦争による中
国の敗北は列強帝国主義による中国分割競争を激化 した。三国干渉はその現われであ り,こ の
分割競争への参加を通 じてこの時期に日本 もまた帝国主義的発展の道を踏み出 した。世界資本
主義の帝国主義への転換点を,明 治33(1900)年 に求めることにはだれ も異論のないところ
であろう。 日本 も列強の中国分割に対する帝国主義連合軍に日本 も参加 し,国 内にも 「治安警
察法」 をしき,軍 部大臣現役武官制によって,対 内的にも帝国主義的に武装 した。この年をも
って日本帝国主義が成立 したと見ることがで きる。 したがって,「 富国強兵」 をスローガンと
して進め られた 「殖産興業政策」の結末が日清戦争であ り,そ の戦争によって 日本資本主義が
産業資本主義の確立段階に入 り,同 時に日本資本主義の早老 ・早熟的帝国主義段階トの移行の
開始期であった ということができる。
